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研究成果の概要（和文）： 
 本研究は、国際的にも多様な概念である「政治任用」について、日本を含めた国際比較研究
に資する目的から、政治任用が盛んなアメリカ合衆国とフランスの実態を明らかにした。政治
任用において、全く何らの規制もなされない形態は例外であって、議会による承認、中央人事
行政機関による承認や量的規制、ネットワークによる事実上の影響力の行使などの関与がなさ
れることを示し、規制を通じて政治任用の段階が形成され、その概念が多層化していることを
指摘した。 
 
研究成果の概要（英文）： 
The concept of political appointment has been diverted among countries, but it is a 
surely perceptive to see a relationship between politics and administration. This 
research defines the concept of political appointment in the United States and France 
analyzing the extent of the statutory and practical regulations to the appointment. The 
political appointment literally means that officials are appointed only because of 
political loyalty to the appointing officer without regulations. In this research, it is 
revealed that these pure kinds of appointment are rather exception in two countries, 
and there are the mechanisms to regulate the appointment. The mechanism differs in 
these two, but there are some similarities in the followings: the approval by the 
congress, qualitative and quantitative regulation by the central personnel 
management institution, and practical regulation by bureaucratic network.  The 
concept of political appointment is layered along with the regulation shading, and this 
definition suggests the issues of the civil service reform in Japan. 
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１．研究開始当初の背景 
(1) わが国での政治任用の拡充に向けた動き 
 小泉純一郎における経済財政諮問会議に
おける民間議員の活用や、安倍晋三内閣にお
ける内閣法改正の動き、国家公務員制度改革
基本法の制定などの契機がありながらも、
2009 年の政権交代は、わが国の政官関係に
大きな影響を与えた。政権交代に伴って、国
家戦略室の設置、基本法に基づく公務員制度
改革が本格化し、なかでも公務員制度におい
てより政治任用を強化しようとする動きが
進展している。政治任用を拡充しようとする
動きは、1990 年代後半からの継続したもの
であるが、政権交代以降は、きわめて差し迫
った公務員制度改革上の課題として浮上し
た。 
しかし、上記に述べた様々な改革手法は、

内閣あるいは内閣総理大臣（以下ではこれを
執政として総称する）のリーダーシップを強
化しようとする手法であり、政治任用はこれ
らの一つである。執政のリーダーシップを高
める組織形成や、組織間の連携などと一体と
なり、政治任用はリーダーシップを高める役
割を果たしている。しかし、ゆえに政治任用
はこうした方法のなかに埋没する性質を持
つため、理念先行で論じられてしまい、政治
任用をどのように定義するのか、また、どの
ように制度設計するのかが、研究上の課題と
なっていた。 
 
(2) 諸外国での政治任用に対する規制の動き 
 わが国で政治任用に対する期待が高まる
のとは相反して、政治任用が進展しすぎたと
の意識を持つ先進国の一部では、政治任用を
どのように規制するのかを議論する動きが
ある。 
たとえば、イギリスの労働党政権は、前保

守党政権時代と比べて政治任用者（イギリス
では特別顧問がそれにあたる）を倍増させた。
さらに、イラクにおける大量破壊兵器に関す
る政府の情報管理をめぐって、特定の特別顧
問が政策形成を歪めたとの事件も生じた。そ
うした数的かつ政策形成上の影響力の増大
への批判から、特別顧問をさらに削減し、公
的任用全体への規制を強めようとする議論
が生じ、それを内容の一部とする憲法改革・
統治法（2010 年）が制定されている。 
 さらに、本研究が現地調査の対象としたフ
ランスでも、伝統的に政治任用を活用した統
治構造を持つ国でありながら、政治任用の透
明性をできるだけ高めるために、高級職（閣
議決定によって大統領により任命される）を
任命する場合に、議会が反対しないことを必
要とする憲法改正が 2008 年に行われている。 
 このように、わが国では今後政治任用をど
のように導入していくかが議論になってい

るが、政治任用をある程度長く経験している
先進国では政治任用への規制が導入され始
めているという現状がある。 
 
２．研究の目的 
 上記の背景を受けて、本研究は、以下の３
点について明らかにすることを目的として
いる。 
 
(1) 諸外国の政治任用の実態と概念の定義 

先進国における政治任用の法的・制度的根
拠、および政治的条件を明らかにしたうえで、
政治任用の概念を定義することを目的とす
る。 

 
(2) 職業公務員との間の役割分担 

政治的中立性を確保すべき職業公務員と、
政治的応答性を確保することが求められる
政治任用者が、どのように役割分担し、公務
員制度のなかで両者がどのように位置づけ
られているのかを明らかにする。 
 
(3) 政治任用への規制 

今後わが国で政治任用を大幅に導入しよ
うとする場合には、政治任用に対してどのよ
うな法的あるいは運用上の規制をするのか
に関する制度設計が必要となる。その制度設
計を念頭において、諸外国における政治任用
への規制の方法を分析していく。 
 
３．研究の方法 
 アメリカ合衆国の連邦公務員とフランス
の国家公務員について、文献調査と現地での
インタビュー調査を実施した。 
  
初年度のアメリカ合衆国での現地調査で

は、政治任用に関する最新の一次資料を収集
するとともに、政治任用に関する研究者 2 名
および実務者 1名に対するインタビュー調査
を実施した。研究者としては、ヴァンダービ
ルト大学の David E. Lewis教授、ジョージ・
メイソン大学の James P. Pfiffner教授を訪
ねた。実務者としては、連邦人事管理庁の担
当者を訪ねた。 
具体的な調査事項として、両教授に対して

は、アメリカ合衆国の各省庁の政治任用に関
するインタビュー調査に関する最新の情報、
政治任用に関する評価、さらには訪問当時議
会に提出されていた政治任用に関する数的
制限に関する法案（不成立）について参考人
とした述べた議論と世論などについて、詳細
な説明を受けた。また、日本の政権交代を受
けた政官関係の変化や政治任用の歴史的展
開について、自らの研究発表を行い、比較軸
に関する議論を行った。 
連邦人事管理庁は、アメリカ合衆国の省庁



が、おおむね課長相当級より下位の官職に政
治任用を行おうとする場合に、その承認を行
う役割を担っている。その実務担当者に対し
て、実際に各省庁からどのような申請がなさ
れ、どのような基準に基づいて承認が行われ
るのかを調査した。実際には、文書上の形式
が整えられれば人事管理庁は承認しなけれ
ばならないということになっているが、形式
的にその政治任用者が担う職務や給与に見
合う資格を有するかどうかを説明しなけれ
ばならない。 
 
二年度目（最終年度）にはフランスを訪問

し、インタビュー調査を実施した。具体的に
は、国立行政学院（ＥＮＡ）およびそのＯＢ
会組織、首相府事務総局、公務員省行政公務
員総局の実務担当者、さらに、パリ政治学院
の Luc Rouban教授を訪問した。 
具体的な調査事項として、国立行政学院で

は、そこでの教育課程と政治任用者の養成と
の間にいかなる関係があるのかについて、多
面的に調査した。同学院ＯＢ会組織では、大
臣官房（キャビネ）を中心とする政治任用の
あっせんに関して、ＯＢ会および省庁におか
れているＯＢ会の支部がどのように関与し
ているのかについて調査した。 
首相府事務総局に対しては、フランスの中

央省庁に平行的に組織されている大臣官房
と事務総局について、その役割分担と政治任
用上における相違、さらに政治任用に首相府
がどのように関与しているのかを調査した。
公務員省行政公務員総局に対しては、主に政
治任用となる直前の中間的な職位の国家公
務員に関する人事管理の実態と同総局の役
割について調査した。 
Rouban教授に対しては、フランスの政治任

用に関する外部からの評価に関する議論と、
サルコジ政権成立以降の変化、日本との比較
の視点について質問し、議論を行った。 
 

４．研究成果 
 以下、本研究の成果について、先に述べた
３つの研究目的がどの程度明らかになった
かという点から述べる。 
 
(1) アメリカ合衆国 
①政治任用の実態と概念の定義 
 アメリカの局長級以上の公務員は、原則と
して大統領による政治任用により就任する。
これらのうち、省庁公務員の最上位にあたる
長官、副長官、次官、次官補など約 550の官
職は、議会上院の承認のもとで、大統領が任
命することとなっている（一般に、ＰＡＳ官
職と呼ばれる）。逆に、大統領を直接補佐す
るホワイトハウスのスタッフの任命は、原則
として議会上院の承認を要しない。 
 これらの幹部よりは下位にあたるが、各省

庁で具体的な政策形成にあたる上級管理職
（ＳＥＳ）は、約 1 割の政治任用者と約 9 割
の職業公務員とで構成される。逆にいえば、
ＳＥＳ官職への政治任用は、省庁全体で 1割
以内という法定がなされている。ＳＥＳは、
1978 年の公務員制度改革法によって創設さ
れた幹部公務員群で、約 7000 人からなる。
ＳＥＳ官職は、本研究のインタビュー調査の
対象であった人事管理庁が各省庁からの要
望と自らの評価を照らし合わせてその数を
割振り、各省庁が業務に応じて特定の職をＳ
ＥＳ官職として位置付ける。したがって、各
省庁で一律になっているわけではない。 
ＳＥＳ官職に就任する者は、すでにＳＥＳ

となっている職業公務員と、外部からの政治
任用者に分かれるが、政治任用には、上記の
政府全体で 1割以内に加えて、個別の省庁内
で 25%以内という制限がある。これらの数的
制限に合致していれば、それ以上の人事管理
庁あるいは議会などからの規制は加えられ
ていない。 
 さらにＳＥＳ官職より下位に相当する一
般職についてである。一般職は原則としてメ
リット・システム（競争試験による採用、任
用）に基づくが、例外的に、高度の機密保持
が求められる場合や政策決定に関与する官
職と認められた場合には、政治任用が可能で
ある（一般にスケジュールＣ官職と呼ばれ
る）。その数は大きく変動するが、2004 年時
点のデータでは約 1600人が認められている。
政治任用者は、基本的には、各省庁の幹部と
して執政の補佐を担うことを役割とするた
め、比較的下位にまで政治任用を認めている
のは、アメリカの大きな特徴である。このス
ケジュールＣ官職は、先に述べた人事管理庁
による手続きに基づいて、予定者の資格や給
与も含めて同庁の承認を受ける。 
 アメリカにおける政治任用は、このように
多様であるが、実際に「政治任用」としてイ
メージされる制約のない形態での任用は、ホ
ワイトハウスのスタッフに限られていると
もいえる。したがって、アメリカの政治任用
概念は、その規制の強度と性質において、そ
のレイヤーによって定義することが可能で
ある（規制との関係で③で述べる）。 
 
②職業公務員との間の役割分担 
 上記のように、ＳＥＳにおいては、その
役割のほとんどを職業公務員が果たすべき
との認識から、政治任用が 1 割に制限され
ている。また、一般職についても、その職
務上の役割から、政治任用者が担うべきこ
とを省庁の側で説明されなければならない。
このように、政策の決定を担うべきＰＳＡ
官職、政策の実施を担うべきＳＥＳ官職お
よび一般職という大きな区分けがなされた
うえで、政策の実施においては政治任用者



ができるだけ制限される制度設計がなされ
ている。 
 
③政治任用への規制 
 アメリカ連邦政府の政治任用は、その規制
の強度と性質に応じて、次のように分類が可
能である。 

  
 このように、アメリカの政治任用は、原則
として最上位から下位に至るまで認められ
ているが、政治的リーダーの自由裁量で任命
することができる政治任用は限定的であり、
民主的原理に基づく高度の規制とともに、政
策の実施においては、職業公務員との関係に
おいて、量的にあるいは職務の役割上の規制
がなされているといえる。すなわち、政治任
用者に求める役割が、職業公務員との間にお
いて明確に位置づけられていることを指摘
することができる。 
 ただし、本研究は、政治任用に対する規制
の観点から調査を行ったため、必ずしも政策
形成において、政治任用者がどのような役割
を果たしているのかのケーススタディに至
ることができなかったため、今後の課題とし
て認識している。 
 
(2) フランス 
①政治任用の実態と概念の定義 
 フランスの政治任用は、キャビネ職員と
高級職という二つによって構成される。 
まず、大統領府、首相府さらに各省に、

大統領、首相、各大臣を直接補佐する組織
として大臣官房（キャビネ）がおかれてい
る。このキャビネの設立とそこで働く公務
員に関する法的根拠は明確に存在しておら
ず、慣行で運営されている。しかし、その
役割は極めて重要で、各府省の政策形成の
中心を担う。大統領府および首相府のキャ
ビネは、比較的大規模であるが（50名から
70名程度）、各省のキャビネは数名から 40
名程度まで幅がある。 
キャビネに対する任命に関するルールは

ないが、キャビネ職員の着任と離任に際し
てはデクレが発せられ、首相あるいは大臣
が署名することとなっており、さらに、現
在の首相はキャビネの最大人数を定めてい
るなど、一定の関与もある。また、国会に
おける監査ではその給与も公開されている。

給与水準については、例えばイギリスの特
別顧問ではそれが高水準であることへの批
判があるが、フランスでは、公務員時代の
等級に基づいて支払われるか、公務外部か
ら採用の場合、事務総局から職歴を勘案し
た一定の水準が示されるため、過度に高額
となることはないようである。 
 任命に関するルールは慣行によるため、
そのプロセスはこれまで明らかではなかっ
たが、本研究におけるエナＯＢ会組織への
インタビュー調査でその実態が明らかにな
った。キャビネ職員の任命には、前大臣（以
下、大統領、首相、大臣という場合に、便
宜上大臣と述べることがある）の意向が大
きく働く場合があるという。 
キャビネ職員は、原則として大臣の交代

によって交代する。その後、キャビネ職員
は、自ら再就職先を探すこととなる。それ
を第一に支援するのは自らを任用した大臣
である。大臣は次の大臣に対して、キャビ
ネ職員の再就職の支援を願う文書を委ねる
ことが多い。この文書の効力は、政権交代
の有無によって大きく異なるが、前任の大
臣の政治力が大きければ政党を超えた影響
力を持ちうる。こうした場合には、引き続
き当該キャビネあるいは大臣の紹介に基づ
く他府省のキャビネで勤務することとなる。 

次に再就職を支援するのは、国立行政学
院の卒業生に限られるものの、同学院のＯ
Ｂ会である。各府省には同学院ＯＢ会の支
部があり、大臣の交代に伴うあっせん活動
を行う。このあっせん活動の強弱は、各府
省に存在するコール（各職員の人事管理の
単位）によっても異なる。上記のように、
大臣の政治力が弱い場合には、官僚からの
圧力が強く寄せられる。 
キャビネ職員は、一般的には慣行のもと

で大臣が自由に任用することができるもの
と考えられてきた。しかし、実際には、前
大臣の影響力、コールの影響力、大統領府
キャビネからの影響力、首相府キャビネか
らの影響力、官僚のネットワークからの影
響力、知人などからの影響力など、様々な
影響力に基づくネットワークで決定されて
いるのが実態である。大臣が事実上任用す
ることができるのは、官房長および参事官
程度との認識がある。結果として、その多
くが職業公務員出身者から構成されること
となっている。 
このような職業公務員出身者は、新たに

他のキャビネなどに再就職先が得られなか
った場合、職業公務員に戻ることが保障さ
れている。しかし、インタビューによれば、
官房勤務経験という「政治色」がキャリア
に付されることとなり、重要な官職から外
されることも少なくないという。近年は、
キャビネ職員の任用も、影響力の強弱よりは、

Ａ.規制のないホワイトハウススタッフ  

 

 

 

Ｂ.ＰＳＡ官職に対する議会上院による
承認＝「民主的統制」に基づく規制 

Ｃ.ＳＥＳ官職に対する法律上の上限設
定＝量的規制 

Ｄ．スケジュールＣに対する人事管理庁
による承認＝職務上の役割に基づく
規制 



職業公務員の専門性に基づいて行われるこ
とが増えているため、そうした「政治色」が
問題とされるケースは減少傾向にあるとい
う。 
フランスでは、キャビネ職員以外にも高級

職と呼ばれる官職が政治任用に相当する。高
級職には、主に本省の総局長および局長、大
使、地方長官を含む 10 の官職が該当する。
高級職は、共和国憲法第 13 条において、大
統領が任命するものと定められている。キャ
ビネ職員は憲法上の存在ではないため、運用
上の政治任用職となっているのに対して、高
級職は憲法上大統領による政治任用職とし
て位置づけられている。高級職に対しては、
2008 年の憲法改正において、「共和国大統領
は、両院の委員会での反対票の合計が、投じ
られた票の少なくとも 3/5 に達した場合には、
任命をすることができない。」という条文が
追加されたことによって、議会による一定の
承認が求められることとなった。ただし、
2011年 2 月現在、その執行令が制定されてお
らず、準備段階となっている。 
高級職の任用は、制度上は大統領による任

命となっているものの、実際には、各府省の
職業公務員の昇進の形態で任用が行われる。
ただし、例えば中央省庁の総局長の任命にお
いては、当該省庁の官房長、首相府の官房長、
事務総局長、大統領府の官房長という４者の
調整を経て、閣議で決定される。閣議段階で
は調整済みのため、その場で拒否されること
はないが、４者による調整の場では、政治的
理由から調整が難航する場合もあるという
（首相府でのインタビュー調査より）。比較
的技術分野であれば順調に進むことも多い
が、現政権の課題となっているような政治的
に重要な政策を担当する総局長の場合には、
首相や大統領の官房長の影響力が強くなる
という。 
また、近年、地方長官の任用について、こ

れまでは約 4/5 が地方長官コールに所属する
職業公務員であり、残りの約 1/5 がそれ以外
の外部者であったのが、2009 年以降コール
出身者は 2/3 となり、外部者が 1/3 に広がっ
ている現状があるという。外部者とはいって
も、他府省での勤務経験をもつ職業公務員の
場合もあるが、コールに基づく職業公務員の
固定的な任用が流動化している実態がある。 

以上のキャビネ職員および高級職以外の
公務員は、メリット・システムに基づく採用、
任用が行われている。高級職の下位に位置す
る高等行政官群（課長級相当）は、首相府事
務総局の法律上の管理のもとにあり、首相の
署名のもとで任命される。高等行政官群への
任用には、法的に、特別なコールに所属して
いなければならないとか、当該コールに 8 年
以上在籍していなければならないなどのル
ールがあるため、外部からの任用は困難とな

っている。こうした各府省の高等行政官群の
任用に関する手続き上の審査を行うのは、公
務省行政公務員総局の役割の一つとなって
いる。 
 なお、高等行政官群より下位の職位の採用、
任用は各府省に委ねられている。 
  
②職業公務員との間の役割分担 
 各府省には、キャビネに対応する形で、事
務総局がおかれている。本研究でインタビュ
ー調査を実施した首相府では、キャビネが政
治的使命を負い、事務総局が行政的使命を負
い、それぞれの分野で関連部局との連携を行
うことが説明された。事務総局は、閣議の進
行管理、法律や各種任命について閣議にかけ
ることのできる完成度となっているかどう
かの判断、デクレの採択や発表など政府の活
動が機能することを保障する役割を果たし
ている。また、内閣あるいは各府省に対する
法律顧問としての役割を果たし、政府の合法
性を担っている。 
 キャビネとの間では、緊張関係となること
もあるが、キャビネは事務総局および各局の
協力を得ることなくして政策を遂行するこ
とができない、すなわち資源を依存している
ため、できるだけ協力関係を築くことができ
るようキャビネ側の努力がなされるのが一
般的である。また、個別の事情として、キャ
ビネ在職者の多くは職業公務員出身であり、
場合によっては、将来職業公務員に戻らなけ
ればならないという制約もある。キャビネと
各局との間で緊張関係が生じた場合に、調整
を行うのもまた事務総局の役割である。 
 したがって、キャビネと事務総局および各
局の間には、意識される役割分担が存在して
いる。しかし、人材が共通しているという事
情もあり、その区分けにあいまいな点も存在
している。その点は、主に外部から採用され
るアメリカのケースとは異なる点である。 
 
③政治任用への規制 
フランスの政治任用への規制は、制度的とい
うよりは実態的である。しかし、ともに大統
領および首相が強く関与する形態となって
おり、アメリカよりもその規制の段階は弱い
ものと思われる。 
 
Ａ．キャビネ：原則任命権者（大統領、首相、
大臣）が自由に任命することができる。デク
レによる任命であり、首相による数的制限な
されるなど、限定された規制が加えられてい
る。ただし、職業公務員のネットワークに事
実上拘束される。 

Ｂ．高級職：任命権者の大統領が制度上自由
に任命することができる。政治任用者たる官
房長（キャビネの長）も関与する。ただし、
専門性の観点も重視される。近年、議会によ



る関与が準備されている。 

 
(3) 日本との比較および総括 
 以上、アメリカ合衆国およびフランスの政
治任用の実態、職業公務員との役割分担およ
びその規制のあり方について、文献調査と現
地調査をもとに明らかにしてきた。 
 両国の政治任用の実態をわが国との比較
において考えた場合、わが国において政治任
用を拡充するうえでは、以下の点に関する検
討が必要となる。 
 
①政治任用の概念は、多様化の傾向にあり、
わが国においても、「政治任用」を単一的
にみる視角では、その幅をとらえることが
できない。本研究は、それに代わる視角と
して、政治任用への規制の濃淡による政治
任用の概念の多層化を示した。 

②政治任用者が、政治と行政のあいだのイン
ターフェイスを形成する以上、国会、内閣
総理大臣あるいは内閣、第三者機関と制度
担当省庁という３者が、どのように関わる
のかに関する議論が不可欠である。したが
って、公務員制度のみならず、政治と行政
組織に関わる大規模な制度改革となる。 

③これらのうち、議会による承認を導入する
場合には、既存の国会同意人事との関係で
の整理が必要となる。 

④内閣総理大臣あるいは内閣が関与する場
合には、閣議での扱いが問題となる。また、
内閣総理大臣あるいは内閣がどの程度候
補者そのものを承認の対象とするのかが
問題となる。 

⑤第三者機関と制度担当官庁が関与する場
合には、官職の承認とするのか、候補者の
承認とするのかによる違いが生じ、④ある
いは⑤いずれの場合にも、承認を導入すれ
ば、政治任用者が果たす役割と職業公務員
が果たす役割の区分けが必要となる、 

⑥政治任用の規制の濃淡をつける場合には、
現行の各省事務次官以下すべての一般職
の任命権者を各省大臣とする仕組みの検
証が求められる。 

⑦政治任用が進展する場合には、外部社会と
の（アメリカ）あるいは公務員制度の内部
（フランス）におけるネットワーク化が進
展する。そうしたネットワークに対する評
価が求められる。 
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